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（１）日本型教育の海外展開推進事業（EDU-Port ニッポン）    81 百万円 

(対前年度増減  ＋18 百万円) 

近年、諸外国の首脳や教育大臣等から我が国の教育への高い関心が示されて

いる中、より層の厚い日本型教育の海外展開を推進するため、関係省庁、政府

系機関、教育関連機関等から構成する「官民協働プラットフォーム」を運営。 

このスキームの下、有識者会議、シンポジウム等を通じて関係者間で議論・

情報共有を図るとともに、海外見本市への出展、個別相談、パイロット事業の

支援等を実施し、海外展開モデルを形成することで、日本型教育の海外展開を

促進する。 

これらの取組により、日本の教育の国際化、将来の親日層の拡大、日本の経

済成長への還元を図る。 

 

◆官民協働プラットフォーム  

関係省庁・法人、民間企業等で構成する「日本型教育の海外展開官民協働プ

ラットフォーム」（EDU-Port ニッポン）を平成２８年度に立ち上げた。このス

キームの下、関係者間での情報共有を図るとともに、日本の教育についてより

層の厚い海外展開の案件形成を目指す。案件形成にあたっては、在京・在外大

使館等、諸外国の関係者とも情報共有・意見交換を行う。     

◆国別・分野別分科会  

複数セクターが連携した展開案件が想定される国について国別分科会を設

け、各対象国におけるニーズの明確化等を行う。また、それを踏まえた分野別

分科会において、具体の分野における展開にあたっての課題や解決策の検討を

深める。     

◆海外見本市への出展  

新たな展開案件の具体的な進展が見込まれる国において、当該国の教育協力

に関する海外見本市の開催を支援するとともに、日本型教育に係る具体的取組

みの紹介等を通じて、展開案件の形成促進を図る。 

◆パイロット事業  

将来的に二国間の優良案件になることが見込まれるものについて、パイロッ

ト事業を行い、展開案件の形成を促す 

 

諸外国・国際機関等との連携によるグローバルな人材の育成等 

956 百万円（対前年度増減 117 百万円） 
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（２）国際バカロレアの推進                             102 百万円 

(対前年度増減  ＋29 百万円) 

国際バカロレア（ＩＢ）は、課題発見・解決能力などのグローバル化に対応

できるスキルを身に付けた人材を育成するための国際的な教育プログラムで

ある。このうち、１６歳から１９歳を対象とするディプロマプログラム（ＤＰ）

は、国際的に通用する大学入学資格（ＩＢ資格）を取得できるプログラムであ

り、世界の主要な大学において、入学審査等に広く活用されている。 

我が国では、「日本再興戦略-JAPAN is BACK-」（平成２５年６月１４日閣

議決定）において、国際バカロレア認定校等の大幅な増加を目指す(2018 年ま

でに 200 校)等の目標を設定し、ＤＰの一部科目を日本語でも実施可能とする

プログラム（日本語ＤＰ）の開発・導入など、国内におけるＩＢの普及・拡大

のための取組を推進してきた。  

ＩＢを導入する学校等は着実に増加しているものの、一条校での導入は黎明

期にある。「国際バカロレアを中心としたグローバル人材育成を考える有識者

会議中間取りまとめ」（平成２９年５月）等を踏まえ、日本語ＤＰの運用等を

継続するとともに、国際バカロレアのコンソーシアム構築による持続的かつ自

律的な普及・促進体制の構築に向けた取組を行う。 

 

 

（３）新時代の教育のための国際協働プログラム            102 百万円 

(対前年度増減  -2 百万円) 

米国を始めとするＧ７各国間での豊かな経験の学び合いによる教育実践の

改善や、新時代に求められる資質・能力を有する人材の育成等を実現するため、

国際交流・国際協働に係る事業として、教員交流事業や国際機関と連携した取

組等を実施する。 

 

◆教員交流  

Ｇ７各国に教員等を派遣し、現地学校の視察、モデル授業等の実践及び現地

教員とのワークショップ等を実施。また、帰国後の派遣経験者、相手国教員等

が参加し、成果の共有等を行う国際フォーラムを開催。 

◆国際機関との連携 

   経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）に拠出し、時代の変化に対応した新たな教育

モデルを開発する事業への協力。 
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（４）持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の達成に資する国内外の 

ユネスコ活動の充実                    219 百万円 

(対前年度増減           ＋73 百万円) 

持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）及び国内実施指針の策定を受け、ＳＤＧｓで

明示された１７のゴールの達成に資するよう、国内施策や国際協力を含めた総合

的な取組を推進する。 

 

○開発途上国への教育協力事業（アジア太平洋地域教育協力信託基金） 

50 百万円(30 百万円) 

我が国が国際社会において主導的役割を果たすため、アジア・太平洋地域の教

育分野を総括するユネスコ・バンコク事務所に対して拠出している信託基金につ

いて、これまで行ってきた教育への平等なアクセスの保証に資する取組に加え、

ＳＤＧｓの策定を受け、持続可能な社会の担い手を育成する人材育成のための教

育協力事業を実施する。 

 

○ユネスコ地球規模の課題の解決のための科学事業信託基金拠出金 

       50百万円(30百万円) 

我が国が国際社会において主導的役割を果たすため、アジア・太平洋地域の科

学分野を総括するユネスコ・ジャカルタ事務所等に対して拠出している信託基金

について、個別のユネスコ事業への協力に加え、ユネスコ科学事業間の連携を通

じた包括的なＳＤＧｓ推進のための事業を実施する。 

 

○グローバル人材の育成に向けた ESD の推進      69 百万円(56 百万円) 

教育委員会、大学、ユネスコスクール等、地域の多様なステークホルダーが参

画する「ＥＳＤコンソーシアム」を形成してＥＳＤの推進に取り組むとともに、

「ＥＳＤの深化」を図る様々な取組を通じて、持続可能な地域づくりの担い手を

育成する。 

 

○ユネスコ活動の助成                50 百万円(30 百万円) 

国内の事業者が行う教育・科学・文化等の分野におけるユネスコ活動への協力

に対して支援を実施する。その際、ＳＤＧｓの策定を受け、各分野におけるＳＤ

Ｇｓ達成への観点を踏まえて深化・発展させるとともに、非ＯＤＡ国との連携や、

分野を越えた連携協力等、ＳＤＧｓの理念を反映させた事業への支援を行う。 
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本

型
教

育
の

海
外

展
開

推
進

事
業

（
ED

U-
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ッポ
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成

３
０
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度
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算
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求

額
８

１
百

万
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２
９
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度
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算

額
６
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百
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外
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て
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る
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携
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携
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の

教
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展
開
パ
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事
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８
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これ
まで
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会
、パ

イロ
ット

事
業

にて
個

別
の事

業
者
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援

。
コン
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省
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Ｒ
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育
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働
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ー
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ポ
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し海
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の
た
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築

官
民

の
代

表
か

らな
る

有
識
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会
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等
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続
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日
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海
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展
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事
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ー
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支
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０
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が
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が
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必
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性
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す
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本
側

教
育
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関
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携
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新
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は

す
で

に
教

育
機

関
・事

業
者

の
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ソー
シ
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が

形
成

され
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つ
あ

り、
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外
国

は
連

携
を

ね
らっ

て
い

る ⇒
複
数
機
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支
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で
き
る
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組
が
必
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省
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教
育
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関
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間
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３
０
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４
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を
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○
我
が
国
に
お
け
る
国
際
バ
カ
ロ
レ
ア
の
普
及
促
進
は
、
グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
の
育
成
等
に
有
意
義
で
あ
り
、
P
Y
P
や
M
Y
Pを
含
め
た
当
該
教
育
の
一
条
校
で
の
導
入
は
、

今
後
の
初
等
中
等
教
育
に
お
け
る
主
体
的
・
対
話
的
で
深
い
学
び
の
実
現
等
の
好
事
例
を
生
み
出
す
。

○
現
在
、
国
際
バ
カ
ロ
レ
ア
教
育
を
導
入
す
る
学
校
等
は
着
実
に
増
加
を
し
て
い
る
も
の
の
、
一
条
校
で
の
導
入
は
未
だ
黎
明
期
に
あ
り
、
将
来
の
国
際
バ
カ
ロ
レ

ア
の
持
続
的
か
つ
自
律
的
な
普
及
促
進
の
た
め
に
は
、
当
面
の
期
間
、
支
援
策
の
実
施
が
必
要
。

現
状
及
び
目
標

「
国
際
バ
カ
ロ
レ
ア
認
定
校
等
を
２
０
１
８
年
ま
で
に
２
０
０
校
に
」

※
平
成

29
年

8月
現
在
（
計

10
3校
）

PY
P：
認
定
校

23
校
候
補
校
等

15
校

M
YP
：認
定
校

14
校
候
補
校
等

6校
DP

  ：
認
定
校

33
校
候
補
校
等

12
校

「
日
本
再
興
戦
略

-J
AP

AN
 is

 B
AC

K-
」
（
平
成

25
年

6月
閣
議
決
定
）

○
国
際
バ
カ
ロ
レ
ア
機
構
と
の
協
力
の
下
、
Ｄ
Ｐ
の
一
部
の
科
目
を
日
本
語
で
実
施
可
能
と
す
る
プ
ロ
グ
ラ
ム
（
日
本
語
Ｄ
Ｐ
）
を
提
供
す
る
こ
と
で
、
１
条
校
等

で
の
Ｉ
Ｂ
教
育
の
円
滑
な
導
入
・
実
施
を
可
能
に
し
、
一
層
の
普
及
を
促
進
。

支
援
策
①
：
日
本
語
Ｄ
Ｐ
の
提
供
に
よ
る
普
及
の
促
進

○
ＩＢ
教
育
の
１
条
校
等
で
の
導
入
・
運
営
に
対
す
る
効
果
的
な
支
援
を
行
い
つ
つ
、

ＩＢ
教
育
の
普
及
に
係
る
戦
略
的
な
取
組
を
関
係
者
間
に
お
い
て
検
討
す
る
な

ど
、
自
律
的
か
つ
持
続
的
な
普
及
促
進
体
制
の
核
と
な
る
枠
組
み
を
構
築
。

IB
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
の
機
能

１
）
国
際
バ
カ
ロ
レ
ア
推
進
の
司
令
塔
機
能

・
国
内
の
普
及
状
況
、
ＩＢ
教
育
の
効
果
等
を
把
握
・
分
析

・
実
情
を
踏
ま
え
た
普
及
促
進
施
策
を
企
画
・
立
案

２
）
１
条
校
等
に
お
け
る
IB
導
入
・
運
営
に
係
る
支
援

・
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
を
通
じ
た
IB
候
補
校
・
関
心
校
等
に
対
す
る
導
入

支
援
等

・
各
地
域
ご
と
の
普
及
促
進
を
担
う
日
本
人
リ
ー
ダ
ー
の
育
成

３
）
認
知
・
内
容
理
解
の
促
進

・
IC
T
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
、
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
等
を
通
じ
た
IB
導
入
・

実
施
に
有
効
な
情
報
収
集
・
提
供

・
IB
導
入
に
前
向
き
な
学
校
の
拡
大
に
向
け
た
情
報
収
集
・
提
供

支
援
策
②
：
国
際
バ
カ
ロ
レ
ア
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
に
よ
る
持
続
的
か
つ
自
律
的
な
普
及
体
制
の
構
築

IB
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム

国
内

大
学

民
間

企
業

IB
関
係
者
連
絡
協
議
会
（
司
令
塔
機
能
）

ＩＢ
導
入
状
況
を
把
握
・
分
析
し
、
必
要
な
支
援
を
企
画
・
立
案

IC
Tプ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
（
認
知
・
内
容
理
解
の
促
進
）

・
１
条
校
に
お
け
る

IB
導
入
・
実
施
に
係
る
共
通
課
題
に
対
す
る
情
報
収
集
・
提
供

・
IB
教
育
の
好
事
例
の
収
集
・
発
信

外
国
人

教
員

IB
認
定
校

IB
活
用
大
学

地
方
自
治
体

IB
機
構

民
間
企
業

導
入
支
援

SG
H校

SG
U

大
学

保
護
者

子
ど
も

一
般
へ
の
認
知
拡
大
、

IB
活
用
促
進

自 律 的 か つ 持 続 的 な 普 及 体 制 の 構 築

国 際 バ カ ロ レ ア 認 定 校 等 の 増 加

運
営
支
援

情
報
収
集
・
提
供

候
補
校
・
関
心
校
等

・
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
に
よ
る
導
入
支
援
等

認
定
校

・
地
域
普
及
促
進
に
係
る

日
本
人
リ
ー
ダ
ー
の
育
成

１
条
校
等

ＩＢ
導
入
に
前
向
き

な
学
校
の
増
加

地
方

自
治
体

導
入
候
補

へ
の
情
報
発
信

グ
ロ
ー
バ
ル
人
材
育
成
施
策
等
と
の
連
携

海
外
と
の
連
携

国
際
バ
カロ
レ
ア
の
推
進

平
成
３
０
年
度
概
算
要
求
額

１
０
２
百
万
円

平
成
２
９
年
度
予
算
額

７
３
百
万
円
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事
業
目
的

平
成
２
８
年
５
月
に
開
催
の
G
7倉
敷
教
育
大
臣
会
合
で
合
意
さ
れ
た
「
倉
敷
宣
言
」
に
お
い
て
、
Ｇ
７
各
国
間
で
の
教
育
に

関
す
る
理
念
・
課
題
の
共
有
や
国
際
協
働
の
重
要
性
が
確
認
さ
れ
た
こ
と
を
踏
ま
え
、
各
国
の
豊
か
な
経
験
を
相
互
に
学
び
合
い
、

教
育
分
野
に
お
け
る
各
国
間
の
関
係
強
化
を
図
る
こ
と
に
よ
り
、
多
様
化
す
る
教
育
課
題
に
対
す
る
教
育
実
践
を
改
善
す
る
。

新
た
な
時
代
に
求
め
ら
れ
る
資
質
・
能
力
の
育
成

Ｇ
７
各
国
の
教
育
現
場
が
抱
え
る
課
題
や
優
れ
た
取
組
に
係
る
調
査
分
析
を
踏
ま

え
、
現
地
に
教
員
等
を
派
遣
し
、
教
育
現
場
で
の
モ
デ
ル
授
業
等
の
教
育
実
践
活
動

や
現
地
教
員
と
の
交
流
活
動
を
通
じ
て
、
相
互
に
学
び
合
い
、
成
果
を
共
有
す
る
教

員
交
流
事
業
を
実
施
。

事
業
概
要

教
員
交
流

国
際
機
関
との
連
携

経
済
協
力
開
発
機
構
（
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
）
に

拠
出
し
、
時
代
の
変
化
に
対
応
し
た
新
た
な

教
育
モ
デ
ル
の
開
発
事
業
へ
の
協
力
。

期
待
さ
れ
る
効
果

O
EC
D「
Ed
uc
at
io
n2
03
0事
業
」等
へ
の
拠
出

国
際
機
関
との
連
携

教
員
交
流

お
互
い
の
強
み
の

学
び
合
い

課
題
や
成
果
の
共
有

教
育
分
野
に
お
け
る
連
携

教
育
実
践
の
改
善平
成

30
年
度
概
算
要
求
額
：

10
2百
万
円
（

10
4百
万
円
）

大
学
等
の
教
育
研
究
機
能
を有
す
る
団
体
へ
事
業
の
委
託
（
４
件
採
択
予
定
）

【平
成
２
９
年
度
実
績
】
教
員
交
流
事
業
テ
ー
マ

・多
文
化
共
生
社
会
の
構
築
に
向
け
た
教
育

・イ
ノベ
ー
シ
ョン
創
出
に
向
け
た
教
育

新
時
代
の
教
育
の
た
め
の
国
際
協
働
プ
ログ
ラム

平
成
３
０
年
度
概
算
要
求
額

１
０
２
百
万
円

平
成
２
９
年
度
予
算
額

１
０
４
百
万
円
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国
内
外
の
ユ
ネ
ス
コ
活
動
を
通
じ
た

SD
Gs
の

17
ゴ
ー
ル
達
成
へ
の
貢
献

ユ
ネ
ス
コ
へ
の
信
託
基
金

SD
Gs
達
成
に
向
け
た
グ
ロ
ー
バ
ル

人
材
の
育
成
及
び

ES
Dの
推
進

国
際
的
な

SD
Gs
推
進
に
貢
献
す

る
ユ
ネ
ス
コ
活
動
の
助
成

経
済
財
政
運
営
と
改
革
の
基
本
方
針

20
17

“・
・
持
続
可
能
な
開
発
目
標
（

SD
Gs
）
実
施
指
針
に
基
づ
く
国
内
施
策
や
国
際
協
力
を
含
め
た
総
合
的
な
取
組
・
・な
ど
、
グ
ロ
ー
バ
ル
な
課
題
の
解
決
に
向
け
た
取
り
組
み
を
推
進

”

10
0,

00
0千
円

(拡
充

)
50

,0
00
千
円

(拡
充

)
69

,0
55
千
円

(拡
充

)

◎
開
発
途
上
国
へ
の
教
育
協
力
事
業

ユ
ネ
ス
コ
・
バ
ン
コ
ク
事
務
所
（
ア
ジ
ア
太
平
洋
地
域

の
教
育
分
野
総
括
）
を
通
じ
て
、
当
該
地
域
の

SD
Gs

推
進
に
向
け
、
当
該
地
域
の
教
育
関
係

SD
Gｓ
実
施

支
援
や
共
通
課
題
解
決
の
た
め
の
研
修
を
行
う
。

◎
科
学
事
業
信
託
基
金

ユ
ネ
ス
コ
・
ジ
ャ
カ
ル
タ
事
務
所
等
（
ア
ジ
ア
太
平

洋
地
域
の
科
学
分
野
総
括
）
を
通
じ
て
科
学
分

野
に
拠
出
し
、

SD
Gs
達
成
に
資
す
る
事
業
（
ジ
オ

パ
ー
ク
、
エ
コ
パ
ー
ク
、
水
文
学
、
海
洋
等
）
の
連

携
を
促
し
、
ゴ
ー
ル
達
成
へ
の
取
組
を
進
め
る
。

我
が
国
の
知
見
を
生
か
し
つ
つ
、
日
本
国
内
の

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
が
、
諸
外
国
の
大
学
・研

究
機
関
等
と
協
力
し
て
実
施
す
る

SD
Gs
推
進
に

関
す
る
研
究
や
、

SD
Gs
達
成
に
寄
与
す
る
事

業
に
対
し
て
補
助
を
実
施
。

ES
Dの
深
化
に
よ
り
、
持

続
可
能
な
地
域
づ
く
り

の
担
い
手
育
成
事
業
を

実
施
。

ユ
ネ
ス
コ
地
域
事
務
所
を
通
じ
て
ア
ジ
ア
・
太

平
洋
地
域
へ

国
内
事
業
実
施
者
を
通
じ
て
開
発
途
上
国
を

含
む
す
べ
て
の
国
・
地
域
へ

地
方
創
生
に
取
り
組
む
地
方
公
共
団
体
へ

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
基
本
方
針

20
17

“地
方
公
共
団
体
に
お
け
る
持
続
可
能
な
開
発
目
標

(S
DG

s)
の
推
進

”

SD
Gs
が
全
て
の
国
々
に
普

遍
的
に
適
用
さ
れ
る
新
た

な
目
標
で
あ
る
こ
と
を
踏
ま

え
、
開
発
途
上
国
の
み
な

ら
ず
、
先
進
国
を
含
む
す

べ
て
の
国
・
地
域
で

SD
Gを

推
進
。

教
育
委
員
会
、
大
学
、
ユ
ネ
ス
コ
ス
ク
ー
ル
、
地
方

ES
D活
動
支
援
セ
ン
タ
ー
等
が
チ
ー
ム
を
形
成
し
、

「
ホ
ー
ル
ス
ク
ー
ル
ア
プ
ロ
ー
チ
」
や
地
域
の

SD
Gs

達
成
に
向
け
た
課
題
解
決
の
た
め
の

ES
Dの
実
践

を
通
じ
て
、
地
域
の

SD
Gs
の
推
進
に
寄
与
。

持
続
可
能
な
開
発
目
標
(S
DG
ｓ
)の
達
成
に
資
す
る

国
内
外
の
ユ
ネ
ス
コ活
動
の
充
実

平
成
３
０
年
度
概
算
要
求
額

２
１
９
百
万
円

平
成
２
９
年
度
予
算
額

１
４
６
百
万
円
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